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水道事業の脱炭素化の推進について
～水道における年間電力使用量等の状況～

【参考資料】
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2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020
6,103 5,890 5,629 5,133 3,561 3,208 3,027 2,507

水道事業者 1,401 1,388 1,381 1,355 1,347 1,330 1,321 1,312
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【図１：事業者数の推移】

水道事業における脱炭素化の推進について
～水道事業のCO 2排出削減量に影響を与える要因について～
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【図２：年間電力使用量の推移】 【図３：年間水処理量（浄水量）の推移】

【考えられる理由】

（１）簡易水道事業統合等の影響：電力使用
量の増加
簡易水道事業の事業者数は年々減少傾向
（2016年度から2017年度にかけての減少が
顕著）（図１）
2016年度から2017年度における年間浄水量
及び年間使用電力量は、簡易水道事業者に
おける減少量と水道事業者における増加量
で同量程度（図２,３）
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【考えられる理由】

（１）簡易水道事業統合等の影響（続き）：電力原単位
昨今の電力原単位（kWh/m3）について、簡易水道事業者は大きな改善傾向にある一方で、水
道事業者はほぼ一定に推移（図４）

⇒事業統合の影響により元々電力原単位の値が大きい簡易水道事業者が水道事業者に統合した影
響と想定

（参考）
事業統合の影響を取り除く手段として水道事業者＋簡易水道事業者の合計した数値で電力原単位
を確認すると、合計した数値は水道事業者よりも改善が大きいことがわかる。

2013 2020 変化量
(kWh/m3)

水道事業 0.4906 0.4905 0.0001

簡易水道事業者 0.7578 0.6166 0.1412

水道事業＋
簡易水道事業者

0.5011 0.4930 0.0081

【図４：電力原単位の推移】

水道事業における脱炭素化の推進について
～水道事業のCO 2排出削減量に影響を与える要因について～
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温対計画における計算対象（上
図）では、電力使用量は停滞傾向
である。

簡易水道事業者を含めた計算対象
（下図）では、上図と比較して電
力使用量は低下傾向である。

簡易水道の統合の影響も含めた場
合、水道事業者における脱炭素化
の取組は進捗していると考えられ
る。

水道事業における脱炭素化の推進について
～水道事業のCO 2排出削減量に影響を与える要因について～

水道事業者＋水道用水供給事業者
（温対計画の計算対象）

水道事業者＋水道用水供給事業者
＋簡易水道事業者

※ CO2排出量は以下の式より導出

CO2排出量 ＝ 電力使用量×電力排出係数

【電力使用量】
水道事業者の取組により削減可能

【電力排出係数】
実二酸化炭素排出量÷販売電力量で計算

されるため、水道事業者の取組により数値
に影響することはほとんどない

787千万

758千万

740千万 739千万
CO2排出削減量
-0.2万t-CO2

CO2排出削減量
5.1万t-CO2

停滞傾向

簡易水道の統合の影響を確認するため、電力使用量（購入電力量）※ の推移を確認。

【参考資料】

下図の赤棒グラフは2013年度～2030年度の電力使用量の目標値を線形で補完したもの。
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水道事業における脱炭素化の推進について
～（事例）水道事業のC O 2排出削減量に影響を与える要因として考えられること～
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○県○○市の例
平成29年４月に簡易水道事業を上水道事業に統合した。
統合に伴い、電力使用量と給水量が増加し、結果として電力原単位は
上昇傾向がみられる。
簡易水道事業の上水道事業への統合や水道事業の広域化を進め、ス
ケールメリットを生かした安定的な財政基盤を構築することが不可欠
であり、その結果として電力原単位が上昇することはやむを得ない。
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△県△△市の例

平成26年12月16日から、オゾン処理と生物活性炭処理による高度

浄水施設（処理能力：470,000㎥／日）の稼働を開始した。

電力原単位はH25年度からH27年度にかけて上昇しており、オゾン

処理や中間ポンプの導入が背景にあると推察される。

かび臭の原因物質の除去、カルキ臭などの抑制、トリハロメタン

などの消毒副生成物の原因物質の低減、水源である河川で発生す

る突発的な水質悪化への対応など、安全で良質な水道水を供給す

るための取り組みを行った結果、従来よりも電力を多く使用する

ことはやむを得ない。

参照：△県△△市ホームページ

【考えられる理由】

（２）高度浄水処理の導入
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水道事業における脱炭素化の推進について
～（事例）水道事業のC O 2排出削減量に影響を与える要因として考えられること～
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平成28年度～令和５年度までの補助事業
～建築物等の脱炭素化・レジリエンス強化促進事業（経済産業省・国土交通省・厚生労働省連携事業）～

額
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【参考資料】平成28年度～令和５年度までの補助事業
～建築物等の脱炭素化・レジリエンス強化促進事業（経済産業省・国土交通省・厚生労働省連携事業）～



平成28年度～令和５年度までの補助事業
～省エネ・再エネの対策事例～
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【参考資料】平成28年度～令和５年度までの補助事業
～省エネ・再エネの対策事例～
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【参考資料】平成28年度～令和５年度までの補助事業
～省エネ・再エネの対策事例～
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【参考資料】平成28年度～令和５年度までの補助事業
～省エネ・再エネの対策事例～
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令和６年度概算要求
～建築物等の Z E B化・省 C O 2化普及促進加速事業（農林水産省・経済産業省・国土交通省連携事業）～
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令和６年度概算要求
～建築物等の Z E B化・省 C O 2化普及促進加速事業（農林水産省・経済産業省・国土交通省連携事業）～



水資源施策の深化・加速化の方向性について
（国土審議会水資源開発分科会調査企画部会）

16

■部会での検討（第22回会合（9月14日））

○気候変動、需要変化、大規模災害、フルプラン変更など水資源を取り巻く情勢や取組み状況を踏
まえてフォローアップし、今後の水資源政策の方向性について取りまとめる。

○部会の中で、水資源施策の進化・加速化に向けて重要事項として2050年度カーボンニュートラル
の実現に向けた水インフラの取組の推進を挙げ、上下水道施設の更新や管理の広域化に合わせて上
下水道一体での施設配置の省エネルギー化・再編を検討することの重要性を指摘。

参照：第22回国土審議会水資源
開発分科会調査企画部会資料

【参考資料】


